
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

912,000 903,641 13,200 890,441

成果に係る評価

　「第4期石巻市食育推進計画」各指標の目標数値達成については、32項目のうち、目標達成5項目
（15.6％）、改善傾向3項目（9.4％）、ほぼ変化なし9項目（28.1％）、悪化傾向2項目（6.3％）、評
価不能13項目（40.6％）であった。評価不能13項目のうち、11項目は令和7年度にアンケートを実施
し、2項目は令和9年度のアンケート調査で評価予定である。行動指針別事業については、市関係課・団
体合わせて509事業実施し、評価Ａ（100％以上実施）が406事業（79.8％）、評価Ｂ（80～99％実施）
が81事業（15.9％）、評価Ｃ（80％未満）が6事業（1.2％）、評価Ｄ（未実施）16事業（3.1％）で
あった。
　令和6年度は「第4期石巻市食育推進計画」の推進1年目であり、令和7年度以降についても目標達成に
向け、継続して各事業を実施していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

2,626人 202.0％

Ｒ5 50回 62回 124.0％ 1,000人 1,230人

その他 一般財源

達成率

Ｒ4 50回 47回 94.0％ 1,000人 764人 76.4％
成　　　　果

　保育所・こども園・放課後児童クラブ・小中学校への食育事業を拡充し、石巻市食育推進キャラク
ター☆いしのまっき隊を活用し、こどもから大人まで親しみやすい事業展開を進め、実施回数、参加者
数が増加した。

年度
みんなで取り組む食育事業の回数 みんなで取り組む食育事業の参加人数

目標値 実施回数 達成率 目標値 参加延人数

123.0％

Ｒ6 50回 79回 158.0％ 1,300人

　・食育推進月間（6月）、みやぎ食育推進月間（11月）

　・小中学生食育出前講座　23回（638人）

　・子育て支援事業食育講座　41回（706人）

　・食育栄養セミナー（保健栄養学級）　3回コース（44名）

　・食育ボランティア育成研修会　1回（10名）

　・市民食育健康フェスティバル　800人参加　

取　組　実　績

　食育推進事業として以下の取組を実施した。

1　石巻市食育推進会議　2回開催

　　議題：令和5年度事業実績報告、令和6年度事業取組内容及び事業報告、令和7年度事業計画

2　石巻市食育庁内検討会議及びワーキングチーム会議　

　(1)　食育庁内検討会議　2回

　(2)　ワーキングチーム会議　2回

　　　※議題は、食育推進会議と同様

3　みんなで取り組む食育（関係部署、関係団体と連携して進める食育推進事業）

　・市報いしのまき食育推進コーナー　年間6回掲載

事業 保健衛生普及費 ( 1 ) 健康づくりを推進する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせる

4 款 衛生費 事業名 食育推進事業

1 目 保健衛生総務費 第 4 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ55

目的及び事業内容

　市民が生涯にわたり健康で豊かな人間性を育むため、食に関する選択力を習得し、健全な食生活を実
践できる人間を育てる「食育」を推進することを目的に、地域全体で連携した食育推進事業を実施す
る。
　「第4期石巻市食育推進計画（Ｒ6～Ｒ10）」の石巻の『すこやかな体と心を育む豊かな食』を未来へ
つなごうを基本理念に、4つの基本方向のうち「1食習慣と健康」「2地産地消」を最優先基本方向と
し、各事業を実施する。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目
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・日中の医療従事者

事業 医療対策費 ( 2 ) 地域医療体制を充実させる

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 網小医院運営費補助事業

1 目 保健衛生総務費 第 4 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ56

目的及び事業内容

　網地島地区の地域医療を担う医療法人陽気会が開設した網小医院に対し、運営費の一部を助成するこ
とにより、当院の医師等医療従事者の安定的な雇用と経営安定が図られ、網地島地区住民の医療の確保
と健康維持に寄与する。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目

Ｒ6

成　　　　果
－ 8人 － 2人

取　組　実　績

　網小医院に対し、その運営に要する経費の一部を助成した。

1　診療科目及び診療時間

　　　　　　 　　　項目
診療科目

診　療　時　間

内科（常設）、外科、
整形外科、脳神経外科、
泌尿器科

水・金曜日　午前10時から午後3時まで

土・日曜日　午前10時から正午まで

歯科 第2・第4日曜日（予約制）　午前8時30分から午後1時30分まで

医科 歯科 医科 歯科 医科 歯科

※月・火・木曜日及び祝日は休診

2　診療体制

　医師1名、看護師2名

・網小医院全体の医療従事者等

　医師7名（常勤1名、非常勤6名）、看護師6名（常勤4名、非常勤2名）等

　医療施設の安定経営と医療スタッフの雇用の確保が図られ、網地島地区住民の医療体制が維持でき
た。

主な指標項目
Ｒ4 Ｒ5

11日

外来患者数 2,062人 40人 2,055人 30人 1,879人 46人

診療日数 201日 8日 199日 10日 200日

－

訪問診療者数 0人 － 0人 － 0人

4.2人1日当たり外来患者数 10.3人 5.0人 10.3人 3.0人 9.4人

地方債 その他 一般財源

50,000,000 50,000,000

－

往診者数 4人

成果に係る評価

　網小医院に補助金を交付することで、医師等医療従事者の雇用維持のほか、医療施設の運営や地区住
民の医療の確保と健康維持に寄与することができた。今後も、網地島地区における唯一の医療機関とし
て重要な役割を担っていることから、地域の医療提供体制を維持するためにも、当事業を継続する必要
がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

50,000,000
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地区別患者数

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

事業 医療対策費 ( 2 ) 地域医療体制を充実させる

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4

1 目 保健衛生総務費 第 4 節

取　組　実　績

1　障がい児・者歯科診療対策事業
　(1)　事業主体　　　石巻市・東松島市・女川町・登米市（3市1町）
  (2)　事業形態　　　一般社団法人石巻歯科医師会への委託事業
  (3)　診療対象者　　2次歯科治療を必要とする障がい児・者
  (4)　診療場所　　　石巻口腔健康センター（石巻市中里三丁目10－12）
　(5)　診療日等　　　◇通常診療
　　　　　　　　　　　3日／月（第2、3、4木曜日　年間36日）午前9時から午後0時30分（予約制）
　　　　　 　　　　　◇メインテナンス及び予防処置
　　　　　　　　　　　1日／月（第2木曜日）午後1時30分から午後4時（予約制）
  (6)　診療体制　　　　石巻歯科医師会の医師2名による2診療体制
  (7)　診療開始時期　　平成29年12月
　　　　　　　　 　　　※令和5年10月からメインテナンス及び予防処置対応の診療体制を拡充
  (8)　診療実績　　　　令和6年度延べ患者数842名
2　障がい児・者歯科健康診査事業
　(1)　障害福祉サービス事業所において、障がい児・者歯科健康診査事業を実施した。
　　ア　歯科健康診査を希望した27事業所において、歯科健康診査及び歯科相談を実施
　　イ　事後アンケート（本事業に関する満足度や実施後の行動変容について調査）を実施
　　ウ　口腔ケアに関する研修を実施

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ56

目的及び事業内容

　石巻歯科医師会に委託し、一般の歯科診療機関では対応困難な障がい児・者の2次歯科医療体制の確
立を図る。また、1人での口腔内管理が難しい障がい児・者を対象に歯科健康診査及び歯科相談等を実
施し、生涯にわたる「歯と口腔の健康づくり」を推進する。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目

Ｒ6
 患者数（延べ人数） 553人 122人 7人 56人

款 衛生費 事業名 障がい児・者歯科診療事業

石巻市 東松島市 女川町 登米市 その他 計 1日平均

Ｒ5
 患者数（延べ人数） 459人 103人 8人 54人 89人 713人

19.9人
 割合 64.4 14.4 1.1 7.6 12.5 100

104人 842人
23.4人

 割合 65.7 14.5 0.8 6.7 12.3 100

2　障がい児・者歯科健康診査事業

　27事業所458人に対して健康診査を実施。13事業所134人に対して口腔ケア研修・保健指導を実施。口
腔衛生の保持増進につながった。併せて事後アンケート調査では「口腔ケアの意識・歯科受診に前向き
になった。利用者・保護者のみならず職員も歯への関心が高くなった。」などの意見があった。

成果に係る評価

　石巻圏域外からの患者が増加しており、障がい児・者に対する歯科診療の需要が年々高まっている。
地域における「歯と口腔の健康づくり」を生涯にわたり推進していくには、こうした需要に対応できる
体制の整備が必要不可欠である。今後も本事業を安定的に継続し、誰もが安心して歯科診療を受けられ
る環境づくりを進めていくことが求められる。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

12,366,830 12,273,970 10,145,000 2,128,970

成　　　　果

1　障がい児・者歯科診療対策事業

　本事業の実施により、仙台の大学病院等で受けていた2次治療（笑気吸入鎮静法、静脈内麻酔等
による治療）を石巻圏域で受診することが可能となったことから、治療にかかる受診者の負担が
軽減された。また、保護者などに対する口腔内管理を含めたアドバイスをすることにより、歯と
口腔の健康づくりと併せ、家族などの不安解消につながった。

年度
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その他 一般財源

220,400,000 220,093,508 113,000,000 107,093,508

成果に係る評価

　救急医療の適正利用に対する意識が浸透してきており、全体的に患者数は減少傾向にある。令和5年
度で、石巻市医師会での産婦人科休日等急患診療が終了したことにより、令和6年度からは石巻赤十字
病院救急外来で対応することとなったため、新たに休日等急患診療体制確保補助事業として補助金を交
付した。休日及び夜間における救急医療、重症救急患者の医療確保につながることから、安心して暮ら
せる地域医療体制を維持するため今後も本事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

区分 Ｒ5 Ｒ6 増減数 増減率

産婦人科休日等急患者数 38人 38人

4　休日等急患診療体制確保補助事業

区分 Ｒ5 Ｒ6 増減数 増減率

救命救急センター患者数 26,009人 24,578人 △ 1,431人 △ 5.5％

3　石巻赤十字病院救命救急センター等運営費助成事業

△ 6.5％

（うち石巻市民） 13,831人 12,940人 △ 891人 △ 6.4％

小児医療病床患者数 5,510人 4,673人 △ 837人 △ 15.2％

患者受入数 21,862人 20,304人 △ 1,558人 △ 7.1％

1,311日
（うち2市1町住民） 17,746人 16,587人 △ 1,159人

1日当たり患者数 16.5人 15.4人 △ 1.1人 △ 6.7％

区分 Ｒ5 Ｒ6 増減数 増減率 Ｒ6当番日数

合 計 12,812人 11,263人 △ 1,549人 △ 12.1％

2　病院群輪番制病院運営事業

△ 64人

石巻歯科医師会 歯科 856人 870人 14人 1.6％

桃生郡医師会 内科等 3,117人 2,957人 △ 160人 △ 5.1％

取　組　実　績

1　休日等急患診療対策事業
　　日曜日、休日における救急患者への診療体制を確立するため、石巻市医師会、桃生郡医師会及び
　石巻歯科医師会と委託契約を締結し一次医療体制の確保を図った。
2　病院群輪番制病院運営事業
　　石巻市、東松島市、女川町の2市1町、石巻赤十字病院、石巻市立病院、石巻市立牡鹿病院、齋藤
　病院、真壁病院、仙石病院と協定を締結し、二次救急医療体制の確保を図った。
3　石巻赤十字病院救命救急センター等運営費助成事業
　　石巻医療圏、登米医療圏及び南三陸町の三次救命救急医療体制を確立するため、石巻赤十字病院
　との協定に基づき、救命救急センター及び小児医療病床運営費の一部を助成した。
4　休日等患者診療体制確保補助事業
　　産婦人科医による救急診療を必要とする市民への安定した診療提供体制の維持継続を図るため、
　石巻赤十字病院へ補助金を交付した。

成　　　　果

1　休日等急患診療対策事業　　※令和6年度より、産婦人科は石巻赤十字病院救急外来で対応。

区分 診療科目
患者数

増減数 増減率
Ｒ5

△ 0.1％

小児科 4,003人 2,668人 △ 1,335人 △ 33.3％

Ｒ6

石巻市医師会

内科 4,772人 4,768人 △ 4人

産婦人科 64人

事業 医療対策費 ( 2 ) 地域医療体制を充実させる

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 地域診療体制推進事業

1 目 保健衛生総務費 第 4 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ56

目的及び事業内容

　安心して暮らせる地域社会を実現するため、医師会や医療機関と連携し、休日及び夜間における外
来・入院診療や救急医療等の医療体制の充実を図る。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目
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※償還払除く

出生数：「市民課人口移動総括表（出生）」を引用

成果に係る評価

　妊産婦健康診査については、経済的負担を軽減し適期に安心して健診を受ける体制を構築した。ま
た、要配慮者に対しては、医療機関等との連携により、早期からの支援に繋げることで安心して産み育
てる環境が保たれた。
　乳児健康診査については、疾病の早期発見、発育・発達状態の把握や家庭内での事故防止、予防接種
勧奨等の育児指導を行うことにより、乳児の健康保持増進が図られた。
　今後は、石巻市妊婦等包括相談支援事業との連動による支援体制や健診の重要性などの啓発を充実さ
せることで、受診率の向上を図り、より安心して産み育てられる環境づくりを進めていくため、事業を
継続して実施する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

81,730,000 71,840,411 2,762,000 40,000,000 29,078,411

Ｒ6 590人 531人 98.0％ 90.0％ 91.8％

Ｒ5 601人 606人 94.0％ 100.8％ 107.2％

Ｒ4 682人 659人 94.0％ 96.6％ 102.8％

3　8か月児健康診査

年度
受診者数 受診率

達成率
出生数 受診者数 目標値 実績

Ｒ6 590人 577人 94.0％ 97.8％ 104.0％

99.5％

Ｒ5 601人 579人 94.0％ 96.3％ 102.4％

Ｒ4 682人 638人 94.0％ 93.5％

89.2％ 1,862人

2　2か月児健康診査

年度
受診者数 受診率

達成率
出生数 受診者数 目標値

Ｒ6 575人 545人 94.8％ 6,544人 575人 513人

実績

Ｒ5 623人 573人 92.0％ 6,652人 623人 504人 80.9％ 1,064人

取　組　実　績

・母子健康手帳交付と同時に、妊産婦健康診査及び乳児検査票を交付する。
・産婦健康診査は令和3年度より開始。委託先：公益社団法人　宮城県医師会

1　妊婦健康診査：14回分　※健診時期によって助成金額の上限が異なる。
2　産婦健康診査：2回分（産後2週間、産後1か月）1回につき5,000円を上限とする。
3　乳児健康診査：2回分（2か月児、8か月児）無料健康診査（1回につき5,700円）

成　　　果

1　妊産婦健康診査

年度

妊婦健診受診者数
（初回） 妊婦健診延

べ受診者数

産婦健診受診者数
（産後2週間） 産婦健診延

べ受診者数
対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率

Ｒ4 657人 613人 93.3％ 7,419人 657人 542人 82.5％ 1,206人

事業 母子保健事業費 ( 1 )
妊娠から出産、子育て期における切れ目のない支
援を行う

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 妊産婦・乳児健康診査事業

1 目 保健衛生総務費 第 1 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ41

目的及び事業内容

　妊娠期から産後期の異常の早期発見、早期治療を図り、安全安心な出産ができるよう妊産婦健康診査
の費用を助成する。また、乳児の健康の保持増進のため、乳児健康診査の費用を助成する。

安心して妊娠・出産・子育てができる環境の充実

予
算
科
目
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8,490,077 4,887,000 3,603,077

　※対象数＝出生数・転入数－他市町村への依頼（他機関含む）＋他市町村からの依頼

成果に係る評価

　産後ケア事業は、Ｒ6年度からＬＩＮＥ等オンライン申請を導入し、より申請しやすい環境を整え
た。利用率が上がり、産後に適切なケアを受けることで、育児不安の軽減が図られた。利用者アンケー
トから、複数回の利用希望が多く、Ｒ7年度以降は県集合契約の参画により事業内容の拡充を図る。産
婦・新生児訪問事業は、新生児の身体や発達状況等の確認と併せ、産婦に対しエジンバラ産後うつ病質
問票を用いて産後うつの早期発見に努めた。育児不安等の母親に対して、産後ケア等の情報提供を行
い、安心して子育てができるよう支援した。ハイリスク者の出現率は、Ｒ5年度19.9％（121人）Ｒ6年
度18.8％（109人）と減少しているものの、若年産婦等が増えているため、サービスの情報提供を含
め、継続的な支援を行う必要がある。産後の母親に対する保健指導や心身のケアは、母子の健康を守る
上で欠かせない取り組みであることから、本事業は今後も継続して実施する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

成　　　　果

1　産後ケア事業利用数

年度
出生者数

申請者数
利用者数 利用率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

地方債 その他 一般財源

9,492,105

Ｒ6 593人 584件 98.5％ 98.5％ 100.0％

Ｒ5 633人 614件 98.5％ 97.0％ 98.5％

Ｒ4 647人 627件 98.5％ 96.9％ 98.4％

年度
訪問件数 訪問実施率

対象数 実施件数 目標値 実施率 達成率

Ｒ6 590人 192人 149組 25.3％

2　産婦・新生児訪問件数及び訪問実施率

Ｒ4 682人 143人 113組 16.6％

Ｒ5 601人 197人 144組 24.0％

取　組　実　績

1　対象　生後4か月未満の乳児とその産婦

2　内容

　(1)　産後ケア事業

　　実施施設において、助産師等が産後の母親への心身のケア及び育児全般に関する相談等を行う。

・利用回数：産婦1人につき1回

・料　　金：1回につき23,000円（内訳：委託料22,000円＋自己負担1,000円）

・実施施設：市内の医療機関1施設、助産院1施設、ＮＰＯ団体2施設　計4施設

　(2)　産婦・新生児訪問事業（乳児全戸家庭訪問事業）

　　保健師又は助産師が家庭訪問し、乳児及び産婦の健康状態や養育状況の確認、育児に関する
　相談を実施する。

事業 母子保健事業費 ( 1 )
妊娠から出産、子育て期における切れ目のない支
援を行う

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 産婦支援事業

1 目 保健衛生総務費 第 1 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ41

目的及び事業内容

　産後期から子育て期において、産婦及び乳児に対し、必要な保健指導やケアなど切れ目ない支援を行
い、母子とその家族が安心して子育てができるよう支援する。

安心して妊娠・出産・子育てができる環境の充実

予
算
科
目
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公

※償還払い28人を含む

出生数：「市民課人口移動総括表（出生）」を引用

事業 母子保健事業費 ( 1 )
妊娠から出産、子育て期における切れ目のない支
援を行う

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 新生児聴覚検査費用助成事業

1 目 保健衛生総務費 第 1 節

　対象者に受診票（助成券）を交付し、宮城県内の委託医療機関で検査することにより、検査費用
から上限8,000円を控除する。

　(2)　委託医療機関以外の医療機関で検査を受ける場合（県外での里帰り出産を含む。）

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ41

目的及び事業内容

　新生児の聴覚に関する異常を早期に発見し、適切な支援を行うことにより、音声言語発達等への影響
を最小限に抑え、コミュニケーションや言語発達を促進することと併せ、検査費用の助成をすることに
より、経済的負担の軽減を図る。

安心して妊娠・出産・子育てができる環境の充実

予
算
科
目

実績

Ｒ5 601人 555人 60.0％ 92.3％

　検査終了後に必要書類を添付した申請書を受付し、償還払いにより助成を行う。

成　　　　果

1　新生児聴覚検査

年度
受診者数 受診率

達成率
出生数 受診者数 目標値

取　組　実　績

　以下のとおり事業を実施した。

1　助成対象　市内に住民登録のある生後4か月までの乳児の保護者

2　助成額　　乳児1人につき初回検査1回分、8,000円を上限とする。

3　検査事業委託先（県内委託医療機関検査分）

公益社団法人　宮城県医師会

4　助成方法

　(1)　宮城県内の委託医療機関で検査を受ける場合

2　検査結果

年度 正常
リファー（要再検査）

合計
正常 所見あり 不明

153.8％

Ｒ6 590人 561人 95.0％ 95.1％ 100.1％

Ｒ6 534人 25人 1人 1人 561人

Ｒ5 524人 22人 4人 5人 555人

その他 一般財源

5,820,000 3,475,280 3,296,830 178,450

成果に係る評価

　令和5年度から新たに始まった事業であるが、設定した目標値を大きく上回ったことから、令和6年度
には実績に近い値に目標値を修正したが、引き続き目標値を達成した。母子手帳交付時に受診票（助成
券）を交付したこと等で、事業の周知が図れたと考えられる。また、聴覚に課題を抱える新生児を早期
に発見し、適切な支援へと結びつけることができた。
　聴覚障害は言語発達に影響を与えるため、新生児期の早期発見と支援が重要であり、本事業は聴覚異
常の早期発見に有効な検査であるため、継続していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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成果に係る評価

　妊婦歯科健康診査については、受診率が増加した。妊婦自身が口腔衛生を維持することにより、自身
の口腔疾患の発症予防のほか、生まれてくる子どものむし歯予防行動につながることから、今後も妊娠
期の歯科健診の実施は必要である。
　成人歯科健康診査については、令和6年度から新たに20歳と30歳を対象に加えたことで、若い頃から
の定期的な歯科受診の機会や歯・口腔の健康に対する意識を高める機会を提供できた。働き盛り世代を
対象とした唯一の歯科健診であり、本事業を通して口腔ケアの重要性を啓発し、今後も口腔衛生の保持
増進や重症化予防につなげていくため、生涯を通じた歯と口腔の健康づくりを推進し、事業を継続する
必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

4,377,000 3,298,160 1,510,000 1,788,160

Ｒ6 7,598人 575人 8.0％ 7.6％ 95.0％ 102人 140人 333人

75人 91人 230人

Ｒ5 5,608人 416人 9.1％ 7.4％ 81.3％ 63人

Ｒ4 5,680人 396人 8.9％ 7.0％ 78.7％

81人 272人

受診結果

目標値 実績 異常なし 要指導 要治療・要精検

108人 74人 61人 1人

2　成人歯科健康診査
　令和6年度から新たに20歳、30歳を対象に加えたことで、若い頃からの定期的な歯科受診の機会が
　提供できた。

年度 対象者 受診者
受診率

達成率

0人

Ｒ6 563人 244人 47.3％ 43.3％ 91.5％

38.4％ 81.2％

38.0％ 43.2％ 113.7％

116人

目標値 実績 異常なし

67人 53人

要指導 要精検 不明

取　組　実　績

1　妊婦歯科健康診査
　つわり等が原因で発症するむし歯や歯周病の予防のため、妊娠期に1回歯科健診を実施
　(1)　一般社団法人石巻歯科医師会に委託し、石巻圏域の61指定医療機関で個別歯科健診を実施
　(2)　市内に住所を有する母子健康手帳の交付を受けている妊婦に対し、受診券を交付
　(3)　内容
　　ア　歯及び歯周疾患（歯石、歯肉出血、歯の動揺、歯肉炎、歯周炎）の検査
　　イ　歯科保健指導（妊婦の口腔、食生活、口腔清掃、胎児・乳児の歯の発育等）

2　成人歯科健康診査
　健康増進法に基づく健康診査事業
　(1)　一般社団法人石巻歯科医師会に委託し、市内の44指定医療機関で個別歯科健診を実施
　(2)　対象者は20歳、30歳、40歳、50歳、60歳、70歳とし、実施期間は6月から2月までの9か月間
　(3)　内容
　　ア　問診
　　イ　口腔内診査
　　ウ　結果の判定及び結果説明
　(4)　未受診者に対する受診勧奨
　(5)　健診後の動向調査のため、健診受診者の追跡調査を実施

成　　　　果

1　妊婦歯科健康診査
　妊娠期に歯科健診を受けることで、口腔状況の把握や口腔衛生の意識向上を図る機会が提供できた。

年度 対象者 受診者
受診率

達成率
受診結果

138人 67人 76人 1人

Ｒ5 615人 236人 47.3％

Ｒ4 653人 282人

事業
母子保健事業費
健康増進事業費

( 1 ) 健康づくりを推進する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 歯科健康診査事業

1
2

目
保健衛生総務費
予防費

第 4 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ55

目的及び事業内容

　生涯を通じた歯と口腔の健康づくりのため、歯科健診により自らの口腔状態を認識し、口腔衛生につ
いての正しい知識を習得し、口腔疾患の発症及び重症化を予防するため、妊婦歯科健康診査及び成人歯
科健康診査を実施する。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目

- 114 -

　自殺者数の減少を目指し、こころの健康づくり事業を実施した。

1　心の相談（家庭訪問、面接、電話相談）事業

　(1)　保健師による家庭訪問（延べ348人）

　(2)　保健師による電話相談（延べ898人）

  (3)　保健師及び心理カウンセラー等の専門職による面接相談（延べ389人）

2　自殺対策強化事業

　(1)　聴き上手養成講座　　　　　　　 　　3回（参加者数337人）

　(2)　市職員向けゲートキーパー研修会　　 1回（参加者数39人）

　(3)　親子こころ健康づくり講演会　　 　　1回（参加者数13人）

　(4)　依存症関連問題研修会　　　　　　 　1回（参加者数31人）

　(5)　メンタルヘルス講演会　　　　　　 　1回（参加者数361人）

　(6)　自死予防啓発活動（自死予防のチラシや啓発物の配布）配布数47,597枚

　(7)　自死対策推進本部会の開催　　　　 　1回

　(8)　自死対策推進本部幹事会の開催　　 　1回

　(9)　自死対策連絡協議会の開催　　　 　　2回

　(10)　自死対策検討部会の開催　　 　 　　2回

自死対策推進事業

1 目 保健衛生総務費 第 4 節 誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業 精神保健事業費 ( 1 ) 健康づくりを推進する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ54

目的及び事業内容

　かけがえのない命を大切に、人と人とがつながり、支えあい、生きる喜びを感じる石巻市を目指し、
地域ぐるみでこころの健康づくりに取り組む。家庭訪問、面接及び電話相談での心の相談、講演会や啓
発物配布によるこころの健康についての普及啓発を実施する。

取　組　実　績

成　　　果

　年間を通じ、心の相談窓口やこころの健康づくりに関するチラシなどの啓発物を配布することで広く
市民に周知が図られた。

年度
啓発チラシ配布数

達成率 年度
ゲートキーパー研修会
（聴き上手講座含む）

目標値 実績 回数 参加者数

Ｒ4 37,500枚 43,800枚 116.8％

Ｒ5 44,000枚 43,724枚 99.4％ Ｒ5

Ｒ6 44,000枚 47,597枚 108.2％ Ｒ6

1,933,781 949,000

Ｒ4 5回 142人

165人

4回 376人

984,781

5回

※Ｒ6年度配布方法
自殺予防週間（9月10日から16日）での街頭キャンペーン、自殺対策強化月間（3月）での配布。
講演会や各種健（検）診、食育健康フェスティバル等イベントでの配布。
チラシだけでなくＳＮＳの活用も行った。

成果に係る評価

　本市の自殺死亡率は、Ｒ5が19.0、Ｒ6が15.6と減少傾向にあり、第2期石巻市自死対策推進計画の自
殺死亡率目標値14.2の目標達成を目指し、県と役割を明確にして取り組んだ。今後もこころの健康に関
する知識の啓発と、ゲートキーパー育成に重点を置き、庁内及び関係機関と連携を図りながら、本事業
を継続して実施していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

2,008,000
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心のサポート拠点事業

1　訪問、来所、電話等による個別支援

　(1)　訪問　　　　　延べ　1,317件

　(2)　来所相談　　　延べ　1,286件

　(3)　電話相談　　　延べ　2,832件　　　　

　(4)　個別支援会議　延べ　　184件

2　心のケア講演会、コミュニティケア活動

　

3　相談会

地方債 その他 一般財源

46,554,000 46,553,640 46,553,640

77.6％

成果に係る評価

　相談件数の減少、又は被災が直接的な起因とした相談内容から変化がみられるものの、復興が進んで
も被災体験による心の傷は簡単に消えるものではなく遷延化していることから、安心して話せる場、話
せる人が必要であり、精神保健の観点からも心のケアは中長期的に必要と考える。
　これまで、被災者支援として包括的な支援を行ってきたが、震災から14年が経過し生活は落ち着きつ
つあることから、令和8年度以降は被災者生活支援事業から既存事業への移行等、事業の見直しが必要
である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

Ｒ6 7,000件 1,317件 1,286件 2,832件 5,435件

3,595件 6,482件 92.6％

Ｒ4 7,000件 1,202件 1,151件 3,536件 5,889件

取　組　実　績

　一般社団法人震災こころのケア・ネットワ－クみやぎ（からころステーション）に心のサポート拠点
事業として委託し、心の専門家による相談支援や孤立化を防ぐため地域活動を実施した。

地域での居場所づくりを通しての心の健康づくり研修会　37回実施　延べ参加者数　198人

　(1)　からころ相談会　23回実施　延べ参加者数　243人

　(2)　ハローワークでの相談会　22回実施　延べ参加者数   44人

成　　　　果

　被災後の生活環境の変化等に関連した精神的な不安、うつ病、不眠等の相談に対し、心のケア専門職
が訪問、来所相談、電話相談等にて対応することで、被災者等の精神保健に対し包括的な支援を行うこ
とができた。

年度
評価指標 実績

実績合計 達成率
相談件数 訪問 来所相談 電話相談

84.1％

Ｒ5 7,000件 1,569件 1,318件

保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ55

目的及び事業内容

　復興が進み、取り巻く環境が落ち着きを取り戻していく中でも、被災体験による心の傷を抱えたまま
生活している状況がある。専門職等による被災者支援のための事業を効果的に実施することにより、被
災者の生活再建及び新たな生活環境におけるコミュニティ形成を支援し、被災者の孤立防止・健康維
持・心のケア・生きがいづくり等を行い、被災者の日々の安定を図る。

事業
被災者生活支援事業費（東日本大震
災関係分）

( 1 ) 健康づくりを推進する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

担当部課

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名 心のケア事業

1 目 保健衛生総務費 第 4 節 誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進
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【予防接種者数（他自治体で接種した者及び当市で接種した他自治体の者を含む。）】

※任意接種は市独自で実施（Ｈ25.10.1～）

（風しん追加的対策）

※Ｒ6年度クーポン券送付なし

その他 一般財源

650,328,166 490,828,950 3,568,000 135,100,000 352,160,950

成果に係る評価

　感染予防と感染症のまん延防止及び重症化の予防のため、個別通知や健診等での接種勧奨を実施し
た。また、特にまん延防止が必要なもの、特例措置を講じているものなどについては、個別通知による
再勧奨を行い、未接種の防止と接種率向上を図った。積極的勧奨を控えていたＨＰＶ（ヒトパピローマ
ウイルス）の再開にあたっては、接種機会を逃した方を対象に、キャッチアップ接種最終年度として、
学校など広く周知啓発を行った。風しん追加的対策については、令和6年度末までの事業であったた
め、抗体検査や検査結果により予防接種をまだ受けていない方に個別通知による再勧奨を実施した。引
き続き、予防接種の大切さを理解していただき、個人の免疫力向上及び感染予防・重症化防止に努め、
健康に暮らせる社会を維持していくために、事業の継続が必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

抗体検査 予防接種

インフルエンザ 24,821人 0人 234人 73人

高
齢
者

項　　目 接種人数

肺炎球菌 452人 クーポン送付人数

新型コロナワクチン 6,810人

おたふくかぜ【※任意接種】 623人

水痘【※任意接種】 1人

水痘 556人 537人 1,093人

ロタウイルス　5価 6人 6人 11人 23人

ロタウイルス　1価 567人 553人 1,120人

麻しん・風しん混合　2期 697人

麻しん・風しん混合　1期 552人

ＢＣＧ 570人

日本脳炎　2期 1,251人

日本脳炎　1期 684人 667人 703人 2,054人

ＨＰＶ（子宮頸がん）9価 1,312人 987人 723人 3,022人

ＨＰＶ（子宮頸がん）2・4価 49人 71人 96人 216人

Ｂ型肝炎 578人 569人 536人 1,683人

小児用肺炎球菌 579人 570人 568人 550人 2,267人

6人 53人 110人 516人 685人

二種混合　2期 809人

取　組　実　績

　予防接種法等に基づき、接種適正時期に感染症リスクや接種時期等について個別通知し、接種勧奨を
行った。また、乳幼児健診時には保護者へ保健師による指導を行うほか、未接種者へは期限前にはがき
で個別通知、さらに子育て支援アプリを活用した再勧奨を行った。麻しん・風しんについては、就学時
健診通知にチラシの同封を行い、ポスターを作成し保育所等へ配布して未接種防止に取り組んだ。

成　　　　果

感染症の発生及びまん延の防止、疾病の重症化と死亡リスク軽減に寄与した。

子
　
ど
　
も

項　　目 第1回 第2回 第3回 追加

四種混合　1期 6人 55人 116人 606人 783人

延べ人数

五種混合　1期 574人 514人 454人 11人 1,553人

ヒブ

事業 予防接種費 ( 1 ) 健康づくりを推進する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 各種予防接種事業

2 目 予防費 第 4 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ54

目的及び事業内容

　予防接種の必要性や制度を周知し、適切な時期に定期及び任意による予防接種を行い、感染症の発生
を防止し、高齢者にあっては疾病の重症化と死亡リスクの軽減を図る。
　風しんの公的接種を受ける機会がなかった昭和37年4月2日から昭和54年4月1日生まれの男性へ、風し
んに関する制度を周知し、抗体検査及び予防接種を行うことで、風しんの発生及びまん延を予防する。
　また、令和5年5月8日よりＢ類疾病に位置づけられた新型コロナワクチン予防接種は、令和6年度より
インフルエンザと同様の定期接種として実施し、感染予防を図る。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目

- 117 -



2 目 予防費 第 4 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ54

目的及び事業内容

　健康寿命の延伸のため、生活習慣病や要介護状態の予防を目的として、がん・心疾患・脳血管疾患・
糖尿病等の発症・重症化予防のための正しい知識の普及啓発や個別の支援を実施し、「自らの健康は自
らが守る」という認識と自覚を高め、壮年期からの健康の保持増進を図る。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目

事業 健康増進事業費 ( 1 ) 健康づくりを推進する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 健康づくり推進事業

4　生活習慣病重症化予防事業

　(1)　特定健診結果相談会、電話・面接・訪問等による受診勧奨及び保健指導

　(2)　医療連携事業（特定健診結果に基づき受診後、協力医の指示により保健指導を実施。）

  (3)　特定保健指導対象者への利用勧奨と保健指導

  (4)　がん精密検査未受診者への受診勧奨等

取　組　実　績

1　健康教育、健康相談、訪問指導の実施

　健康増進法に基づき、がん、心疾患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の予防のため、健康教育・

　健康相談及び要指導者等への訪問指導を実施

2　運動普及ボランティアの育成研修会

　(1)　生活習慣病予防のためのダンベル教室等を開催

　(2)　講師による研修会：年4回、本庁及び6総合支所ごとの定例会：月1～4回

3　運動普及教室の実施

　(1)　地域の健康教育、健康相談会等の場面で、運動普及ボランティア等の協力を得ながら、健康づく

　　　り、生活習慣病予防のための運動を実施。

  (5)　生活習慣病予防講演会の開催：1回（参加者数178人）

　(2)　運動普及サポーター育成研修会の開催：年4回

成　　　　果

　健康教育や健康相談の場面だけでなく、健康づくりリーダーや関係機関と連携し、市の健康状況や、
各種健（検）診の大切さ等健康に関する正しい知識について普及啓発することは、市民が健康に関心を
持つきっかけとなった。運動普及ボランティアの活動件数は、目標値に達していないが、令和4年度か
ら運動普及サポーター育成事業を開始し、地域住民による自主的な活動を支援することで、地域の新た
な担い手の育成が図られた。また、包括連携協定を締結した企業を含む関係機関と協働で健康教室を開
催することや、健康づくりリーダーと連携しウォーキングマップを作成・配布することで、運動する機
会をつくると共に環境整備が図られた。

年度
健康教育参加延べ人数
（40歳～65歳未満）

運動普及ボ
ランティア
育成研修
会・運動普
及教室実施
回数

運動普及ボランティアが
自主的に活動した回数
（40歳～65歳未満）

参加延べ人数 目標値 達成率 実施回数 目標値 達成率

Ｒ4 3,959人 4,700人 84.2％ 187回 141回 190回 74.2％

Ｒ5 4,171人 4,700人 88.7％ 158回 95回 190回 50.0％

190回 57.4％

成果に係る評価

　健康寿命の延伸を図るためには、市民が自身の健康に関心を持ち、主体的に健康づくりや生活習慣病
の発症・重症化予防に取り組むことが必要である。今後も、保健師・栄養士・歯科衛生士等の専門職と
地域の健康づくりリーダーや関係機関が連携し、あらゆる機会をとらえて健康に関する正しい知識の普
及啓発を図ると共に、健診結果に基づく個別支援（訪問等）の強化を推進するため、事業を継続する必
要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

Ｒ6 3,770人 4,700人 80.2％ 185回 109回

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

11,439,411 11,182,604 1,074,000 10,108,604

- 118 -

         項　目

検診

の種類

－ －

地方債 その他 一般財源

249,800,000 235,337,748 1,452,000 179,318,000 54,567,748

※1 結核検診（65歳以上）対象者：48,657人／受診者：15,029人を含む。　※2 がん検診推進事業を含む。

成果に係る評価

　受診率向上対策として、各種がん検診申込者のうち未受診者を対象に受診再勧奨を実施し、精密検査
未受診者に対しては、電話による受診勧奨を実施した。
　無料クーポン券の送付は女性のがん検診受診の動機づけになった。また、乳幼児健診会場で保護者に
対し、受診促進チラシを配付するなど機会を捉えて各種がん検診事業の周知を図った。
　子宮頸がん検診については、特に若い世代の受診率が低迷しているが、Ｒ5年度に引き続きＨＰＶ
（ヒトパピローマウイルス）自主検査事業を行い、これまで未受診だった方のうちが157人の方が検診
申込みをされたことなどから、自主検査が受診するきっかけとなり、子宮頸がんに対する認識と検診へ
の理解を深められたものと考える。今後もあらゆる機会を捉え、検診の推進と啓発を継続していく必要
がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

↑ 0.13％ 4.48％合計 439,054 69,701 15.9％ ↑ 2,999

前立腺がん（50
歳以上男性）

34,887 6,729 19.3％ ↑ 363

2,055 68.5％ 92

0.15％ 3.13％

(33.3％) (0) (0.00％) (0.00％)

255 70.2％ 26 ↓ 0.39％ 10.20％

大腸がん（40歳
以上）

92,370 16,098 17.4％ ↑ 1,222

78.6％ 0 ↓

766 62.7％ 24 ↑

0.00％ 0.00％

（体部） (272) (0.5％) (3) (1)

↑ 0.38％ 12.89％

子宮頸がん（20
歳以上女性）※2 60,202

11,692 19.4％ ↓ 84 66

乳がん（30歳以
上女性）※2

54,644 7,645 14.0％ ↓ 274 225 82.1％ 29

受診率 Ｃ／Ａ

64.1％ 9 － 0.10％ 2.80％

肺がん（40歳以
上）※1

92,370 18,719 20.3％ ↑ 0.95％555 422 76.0％ 4 ↓ 0.02％

取　組　実　績

　健（検）診を受け、がんを早期発見し適切な治療を受けることにより、がんによる死亡リスクを軽減
させるとともに、市民が安心して生活できるよう各種検診事業を行った。
1　受診しやすい環境の整備
　　本庁地区では胃がん・肺がん検診の保健区ごとに検診車を配車した。保健相談センターでの乳がん
　検診では、多くの受診機会を確保するため、会場変更に対応したり、土曜や夕方の日程を設けて実施
　し、1日平均69.4人で昨年度を2.8人上回った。総合支所地区では、地域実情を考慮し、地区公民館等
　を会場に健康診査とがん検診を同時に行う総合健（検）診の実施とし、雄勝を除く5地区は夜間健診
　を実施し、北上・牡鹿地区は送迎バスを運行した。
2　無料クーポン券対象者
　子宮頸がん検診：Ｈ15.4.2～Ｈ16.4.1日生の女性（検診手帳対象）⇒対象者数568人、受診者数68人
　乳がん検診：Ｓ58.4.2～Ｓ59.4.1日生の女性⇒対象者数681人、受診者数225人
3　ＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）自主検査事業
　対象者：Ｒ7.3.31時点で満26～30歳の女性のうち過去3年間子宮頸がん検診未受診者
　⇒対象者数2,067人、申込者数207人（うち検査返送者数157人）

成　　　　果

　がんの早期発見・早期治療が図られ、健康増進に寄与した。 （単位：人）
基礎検診 精密検査 がん発

見者数
（Ｃ）

発　見　率

対象住
民全体

Ｃ／Ｂ
（Ａ） （Ｂ）

胃がん（30歳以
上）

104,581 8,818 8.4％ ↓ 501 321

受診者数
受診率 対象者数

受診者数

事業 健康増進事業費 ( 1 ) 健康づくりを推進する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 各種がん検診事業

2 目 予防費 第 4 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ54

目的及び事業内容

 各種がん検診を実施し、疾病の早期発見・早期治療の推進により、がんの死亡率減少につなげるも
の。また、特定の年齢に達した女性に対し、子宮頸がん、乳がんに関する検診手帳及び検診の無料クー
ポン券を送付し、がん検診の受診促進を図るとともに、がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発を
行う。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目
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担当部課 市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ28

目的及び事業内容

　各種感染症の発生を防止するため、町内会等で病原体を媒介する害虫等の駆除活動を実施することに
より、公衆衛生の向上と清潔な生活環境の増進に資することを目的とする。

1　町内会等に対し衛生害虫等の駆除に必要な防疫薬剤を支給
2　町内会等が購入する消毒機器の購入費の一部を補助

豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

事業 鼠族・昆虫等駆除費 ( 2 ) 生活環境を保全する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

4 款 衛生費 事業名 鼠族・昆虫等駆除事業

3 目 衛生環境費 第 1 節

（ 18ℓ入） 　31缶 （ 10kg入） 　172袋 （  1kg入） 　　0袋

（ 25g入） 　7,715袋

（　4ℓ入） 　125缶
粉剤

（  3kg入） 1,475袋

粒剤

（500g入） 　390袋

（0.5ℓ入） 2,361本 油剤 （ 18ℓ入）  80缶 錠剤

補助実績（2件）

交付先 消毒機器 購入額 補助金額

（  3kg入） 　20袋

（ 10kg入） 　179袋

2　町内会等が購入する消毒機器の購入費の一部を補助した。（購入額の3分の1補助、上限3万円）

北境区 動力散布機 212,740円 30,000円

原自治会 動力散布機 87,560円 29,100円

合計 300,300円 59,100円

成　　　　果

　地域衛生組織の活動を支援することにより、市民の環境衛生への関心も高まり、衛生害虫等の適正な
駆除活動が推進されたため、感染症の発生防止が図られた。

主な指標項目 Ｒ4 Ｒ5

取　組　実　績

1  町内会等に対し、衛生害虫等の駆除に必要な防疫薬剤を支給した。

   防疫薬剤購入状況

乳剤

実施率 75.3％ 75.8％ 73.5％

町内自主防疫活動実施回数 532回 526回 511回

Ｒ6

感染症発生件数 0件 0件 0件

町内自主防疫活動実施団体数／
全町内会等数

290／385団体 292／385団体 283／385団体

成果に係る評価

　衛生害虫等の駆除を目的とした自主防疫活動について、地域衛生組織の活動を支援することによっ
て、市民の環境衛生への関心も高まり、適正な衛生推進活動が進められ、衛生害虫等による感染症を防
止し、良好な生活環境の保全が図られた。今後においても、町内会等と連携しながら地域のニーズに応
じて薬剤を支給するほか、消毒機器購入費の一部補助や貸出などを行い、地域衛生組織の活動を支援し
ていくため、事業を継続する必要がある。

その他 一般財源

15,434,000 15,295,060 15,000,000 295,060

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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事業 環境美化促進費 ( 2 ) 生活環境を保全する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

4 款 衛生費 事業名
環境美化促進事業（クリーン運動・グリーン運
動）

3 目 環境衛生費 第 1 節

　(1)　花いっぱい運動の推進

担当部課 市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ28

目的及び事業内容

　豊かな市民性を育み快適な生活を営むため、ごみの散乱を防止し、健康で清潔なまちづくりを推進す
るとともに緑豊かな美しいまちづくりを目指す。
1　クリーン運動：清掃奉仕活動、側溝清掃、ポイ捨て禁止キャンペーン、「まちや川をきれいにする
　               運動」作文・ポスターコンクール
2　グリーン運動：花いっぱい運動

豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

　　ア　花いっぱい運動参加団体に対し、花があふれる潤いあるまちづくりを推進するため、花苗を配
　　　　布した。

成　　　　果

　令和6年度のクリーン運動・グリーン運動は、各団体への通知や呼びかけ、ホームページでの周知を
行い、多くの方に参加いただきながら清潔で緑豊かなまちづくりを目指し、各種活動を展開することが
できた。

区分
清掃奉仕活動のべ参加人数

達成率 区分
清掃奉仕活動のべ参加人数

達成率

取　組　実　績

1　クリーン運動

　(1)　各種清掃活動への支援・助成

　　ア　清掃奉仕活動に対し、ごみ袋の支給等を行った。

　　イ　町内会が行う側溝清掃に対して土のう袋の支給、清掃後の土のう袋の収集処理を行った。

　　ウ　町内会等が業者に委託し、強力吸引車等を使用して行う側溝清掃に対する助成を行った。

　　エ　環境美化意識の醸成を図るため、ポイ捨て禁止キャンペーンをかわまち交流広場で行った。

　　オ　環境美化意識の醸成を図るため、小・中学校を対象に「まちや川をきれいにする運動」作文・
　　　　ポスターコンクールを開催した。

　　カ　地域における快適な生活環境の保全と清潔なまちづくりを推進するため、町内会等が実施する
　　　　側溝清掃に対し報奨金の支給を行った。

2　グリーン運動

目標値 実績値 目標値 実績値

Ｒ4 220団体 206団体 93.6％ Ｒ4 29,000人 15,401人 53.1％

Ｒ5 220団体 187団体 85.0％ Ｒ5 30,000人 26,928人 89.8％

26,895人 97.8％

区分
花いっぱい運動参加団体数

達成率 区分
花苗配布本数

達成率
目標値 実績値

Ｒ6 220団体 189団体 85.9％ Ｒ6 27,500人

目標値 実績値

87.6％

Ｒ5 130団体 143団体 110.0％ Ｒ5 50,000本 43,766本 87.5％

Ｒ4 130団体 138団体 106.2％ Ｒ4 50,000本 43,779本

8,615,437 764,262

44,967本 89.9％

成果に係る評価

　クリーン運動については、参加団体及びのべ参加人数ともに昨年とほぼ同等になった。同じ団体が例
年の行事として複数回行っている場合が多く、実施団体が固定化している。引き続き清掃奉仕活動への
支援や助成、活動への働きかけを行うことにより、環境美化意識の醸成や参加団体の充実を図っていく
必要がある。
　グリーン運動については、参加団体及び配布本数ともに増加した。今後も花の種類や本数といった各
団体のニーズを把握し、事業の充実を図っていく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

Ｒ6 140団体 145団体 103.6％ Ｒ6 50,000本

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

9,815,910 9,379,699
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自然環境確認調査事業

4 目 環境政策費 第 1 節 豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業 環境政策推進費 ( 1 ) 自然環境保全の普及・啓発を行う

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ27

目的及び事業内容

　多様で豊かな自然と共生していくため、各地域において開発等により変化していく自然環境の現況と
保護が必要な自然景観や希少な植物の植生状況について、現地調査により正確に把握し、確認する。
　また、生物多様性保全の観点から、市内における希少な植物群落の保全活動とその効果の検証のため
の情報の蓄積に資する。

取　組　実　績

　本市の多様で豊かな自然と共生していくため、籠峰山と上品山の2箇所において、開発等により変化
していく地域の自然環境の現況と保護が必要な自然景観や希少な植物の植生状況について、現地調査を
行った。調査結果については市ホームページで公表しており、環境教育活動や生物多様性地域戦略にお
ける事業精査で活用している。

成　　　　果

　令和6年度は籠峰山と上品山の2箇所において、植物群落調査を実施したことにより、自然環境に関す
る情報の蓄積が図られた。

　　事業実績（直近5ヵ年分）

年度 箇所数 調査地点

Ｒ2 5箇所 日和山、総合体育館前、旧北上川右岸・左岸、トヤケ森山

Ｒ3 3箇所 長谷寺、京ヶ森、水沼山

Ｒ4 5箇所 蛤浜、荻浜、狐崎、万石浦、真野

Ｒ5 3箇所 牧山、田代島、沼津

Ｒ6 2箇所 籠峰山、上品山

522,500

成果に係る評価

　多様で豊かな自然と共生していくため、現地調査による自然環境や希少な植生のデータ収集、過去に
収集したデータの情報更新を実施することで、市民が、市内の自然環境や希少な植生に対する興味関心
を持ち、理解するための貴重な資料となっている。しかし、認知度が低いことが課題であることから、
今後は、ホームページ掲載のほか、ＳＮＳや各種イベント等でも周知に努め、継続した調査を実施して
いく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

523,000 522,500
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環境フェア実施事業

4 目 環境政策費 第 1 節 豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業 環境政策推進費 ( 1 ) 自然環境保全の普及・啓発を行う

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ27

目的及び事業内容

　市民に対し、環境保全の重要性の普及啓発を図るため、地球温暖化をはじめとする様々な環境問題に
ついて、市民・事業者・行政が一体となり各種展示等を行うイベントを開催する。

取　組　実　績

　環境に関する様々な展示や体験を通じて、楽しみながら、人と自然環境との関わりに理解を深め、環
境問題や環境にやさしい暮らしについて、市民一人一人がどのような行動が可能かを考えるきっかけと
なるようイベントを開催し、一人でも多くの市民が環境に関心を持ってもらえるような普及啓発活動と
して環境フェアを実施した。

【出展内容】
1　環境問題への関心を高め、地球温暖化の防止につながるもの
2　環境保全行動の実践につながるもの
3　環境保全行動について、市民、事業者及び行政が互いに協力しながら実施するもの
4　イベント自体が環境に配慮されているもの
5　ワークショップ形式等、参加型を重点とするもの

成　　　　果

　令和6年度も前年度と同様にマルホンまきあーとテラスで開催し、様々な展示を通して広く環境問題
についてＰＲしたことにより、多くの市民に関心を持ってもらうことができた。

　環境フェア開催実績

年度 Ｒ2・3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

実施日

新型コロナウ
イルス感染拡
大防止のため

中止

11月13日 11月3日 11月3日

会場
マルホンまき
あーとテラス

マルホンまき
あーとテラス

マルホンまき
あーとテラス

来場者数 1,200人 1,000人 1,000人

出展ブース数 32団体 27団体 21団体

成果に係る評価

　環境フェアは、地球規模で深刻化する様々な環境問題について、広く市民に関心をもっていただく絶
好の機会である。近年は、参加団体が減少傾向にあるが、包括連携協定を締結している企業や、地元企
業に声がけするなど、さらなる普及啓発に努め、様々な環境問題について、市民一人一人がどのような
行動をするべきかを考えるきっかけ作りとなるよう、本イベントを継続していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

284,900 284,900 284,900
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環境市民育成事業

4 目 環境政策費 第 1 節 豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業 環境政策推進費 ( 1 ) 自然環境保全の普及・啓発を行う

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ27

目的及び事業内容

　市民が積極的に自然とふれあい学ぶことができる機会の創出により、日常生活において積極的に環境
に配慮した行動を実践することができる「環境市民」の育成や、地域や職場において地域環境保全活動
の中心となって進めることができるリーダー的人材の育成を図る。

取　組　実　績

　環境市民講座を4回、環境市民公開講座を1回開催し、市民が積極的に自然とふれあい学ぶことができ
る機会を創出したことにより、日常生活においても積極的に環境に配慮した行動を実践できる「環境市
民」の育成を図った。

成　　　　果

　環境への関心を高めるための各種講座を実施したことにより、環境に配慮した行動を実践できる環境
市民を育成することができた。

　環境市民講座実績

回次 実施日 講義名 講座の目的 参加者数

第2回 6月22日
磯の観察会とビーチク
リーン

磯の生態系についての理解と保全行
動を実践する。

26人

第1回

第3回 7月15日 川の生き物調査隊
川の生態系についての理解と保全行
動を実践する。

雨天中止

第4回 7月27日
海洋環境のお話とかご上
げ体験

海洋生物に直接触れ、採取すること
を通し、生物多様性や海洋環境の理
解を深める。

13人

楽しみながら市民一人一人が環境問
題について考えることに重点を置
き、ＳＤＧｓをテーマにした実験、
世界一の大型空気砲の実験、ジャグ
リングの実験、参加した子ども達全
員に世界一の大型空気砲の体験教室
を実施する。

5月11日
牧山市民の森自然観察ハ
イキング

森や植生の生態系について理解す
る。

20人

成果に係る評価

　屋外での講座は天候に左右されやすく、令和6年度はやむを得ず中止となった講座もあったが、体験
型の参加しやすい形式にすることで、多くの市民が環境問題に関心を持つことのできる機会を提供する
ことができた。引き続き、多くの市民に参加してもらうことで、より多くの「環境市民」の育成を推進
する。また、令和2年度に策定した「生物多様性地域戦略」に掲げる「自然と共生する社会」の実現に
向け、ニーズに合ったメニューや手法なども取り入れ、市民一人一人の意識高揚を図り、行動変容を促
すことに継続して取り組んでいくことで、次世代を担うリーダー的人材の育成を図る必要がある。

第5回 8月17日 なつやすみ木工教室
森林保全のため、木を利用すること
の大切さや、人と自然の関わりにつ
いて考える。

43人

第6回 9月1日
むしむし大作戦（昆虫観
察）

昆虫や植生の生態系について理解す
る。

雨天中止

環境市
民公開
講座

11月3日
らんま先生のｅｃｏサイ
エンスショー

150人

62,500

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,058,600 392,500 330,000
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自然環境体験普及啓発事業（フィールドミュージ
アム活用事業）

4 目 環境政策費 第 1 節 豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業 環境政策推進費 ( 1 ) 自然環境保全の普及・啓発を行う

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

取　組　実　績

　豊かな自然を活用した自然体験プログラム（磯の観察会、キャンプ等）によるエコツーリズムや環境
教育を実施した。

1　負担金支払先　フィールドミュージアム運営協議会
　　　　　　　　（環境省、石巻市、南三陸町、ＮＰＯ法人海の自然史研究所）

2　実施期間　　　令和6年4月1日～令和7年3月31日（平成28年度から1年ごと更新）

3　負担金額　　　4,000,000円

※これまでの運営団体であるＮＰＯ法人海の自然史研究所が、令和6年度にて本事業運営を終了するこ
　ととなったため、令和7年度以降の新たな体制整備の検討を行った。

成　　　　果

　自然環境体験普及啓発事業における自然体験プログラム事業の実施により、自然環境保全への意識啓
発が図られた。

事業実績

年度 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

参加者数 回数 参加者数

62回 329人 1,086人

市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ27

目的及び事業内容

　フィールドミュージアム運営協議会は、フィールドミュージアムエリア（翁倉山を中心とした志津川
湾、戸倉半島、北上川、柳津・津山地区及びその周辺地域）における自然体験活動を通して、エコツー
リズム及び環境教育を面的、複合的に推進することにより、自然環境保全及び地域の活性化に寄与する
ことを目的とする。
※ エコツーリズム：地域固有の魅力を観光客に伝え、その価値や大切さが理解されることにより、自
然環境の保全につながるもの。

85回

回数

Ｒ6

実施回数
及び

参加者数 502人 108回 869人 109回

回数 参加者数 回数 参加者数

施設利用者数

場所 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

12,101人

石巻・川のビジターセンター 11,370人 12,090人 14,907人 14,256人

南三陸・海のビジターセンター 9,225人 9,513人 11,435人

4,000,000

成果に係る評価

　広報活動や内容の充実により、プログラム参加人数や施設利用者は年々増加傾向となっており、エコ
ツーリズムや環境教育の推進が図られた。今後もエコツーリズムや環境教育などを推進することで、周
辺地域の活性化や交流人口の増加にも大きく貢献できるよう、南三陸町と連携しながら本事業に取り組
む必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

4,000,000 4,000,000
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補助金交付実績

雨水利用タンク普及促進事業

4 目 環境政策費 第 1 節 豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業 環境政策推進費 ( 2 ) 生活環境を保全する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ28

目的及び事業内容

　雨水の有効利用を促進し、良好な水資源の循環の確保に資するとともに、地球温暖化の要因とされる
二酸化炭素削減と市民への環境意識の向上を図ることを目的とし、環境への負荷が少ないまちづくりの
ため、雨水利用タンク設置者（個人又は法人等）に対し補助金を交付するもの。

取　組　実　績

　雨水利用タンク設置者（個人又は法人等）に対し、補助金を交付した。
　また、市報やホームページでの周知、本庁舎2階、3階での啓発看板設置やイベントでの展示等、普及
啓発活動に取り組んだ。

1　補助対象となる雨水利用タンク
　(1)　建物の屋根等に降った雨水を集水できる貯水タンクであること。
　(2)　貯水容量が80リットル以上であること。
　(3)　新品であること。

2　補助金額・限度額
　雨水利用タンクの購入及び設置に係る費用（税抜）に1/2を乗じて得た額
　※1,000円未満の端数は切り捨て。上限30,000円

成　　　　果

　雨水利用タンク普及促進事業の雨水タンク購入及び設置の補助助成の実施により、水資源の循環の確
保が図られた。

R2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

2,654Ｌ

雨水利用タンク 26件 32件 15件 17件 13件

タンク容量 5,262Ｌ 5,810Ｌ 2,944Ｌ 3,090Ｌ

274,000

成果に係る評価

　当該事業は、水資源の循環を確保し、環境への負荷が少ないまちづくりに向けた取組として、市民の
環境意識の向上や二酸化炭素削減に有効な施策である。これまで、市報やホームページ、本庁舎・各支
所・各総合支所でのチラシ配布、量販店やハウスメーカーへの周知協力依頼等を実施して周知に努めて
きたが、交付実績が伸びていないのが現状である。今後については、ゼロカーボンシティの実現に向
け、より効果的な事業を検討する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

360,000 274,000
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令和6年度補助金交付内容

補助金交付実績

※年間ＣＯ2削減効果については、各年度のＣＯ2排出係数により算出

4 目 環境政策費 第 1 節

担当部課 市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ29

目的及び事業内容

　自然エネルギーの利用を促進することにより、二酸化炭素の排出を抑制し、地球温暖化の防止に資す
るとともに、市民の環境に対する意識の高揚を図ることを目的として行うもので、太陽光発電システ
ム、定置用蓄電池（蓄電システム）、エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）を設置した方に補助金を交
付するもの。

豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

事業 環境政策推進費 ( 3 ) 再生可能エネルギー等を有効活用する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

4 款 衛生費 事業名 太陽光発電等普及促進事業

2　定置用蓄電池
（蓄電システム）

蓄電システム容量に1キロワットアワー当た
り2万円を乗じて得た金額

8万円 20万円

3　エネルギー管理システム

（ＨＥＭＳ）
ＨＥＭＳの設置にかかった費用 2万円

取　組　実　績

　令和6年度太陽光発電等普及促進事業は、下記の補助金交付内容により実施した。

補助対象システム 補助内容
補助金上限額

個人 事業者

1　太陽光発電システム
太陽電池の最大出力に1キロワット当たり2万
円を乗じて得た金額

8万円 20万円

太陽光 蓄電池 ＨＥＭＳ 太陽光 蓄電池 ＨＥＭＳ

成　　　　果

　当該事業の実施により、二酸化炭素排出抑制及び市民の環境意識の高揚が図られた。

Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

種別 太陽光 蓄電池 ＨＥＭＳ

33 103 144 25

件数合計 344 358 272

予算額（千円） 28,000 28,000 28,000

件数 143 153 48 136 189

780 7,972 11,510 500

交付合計（千円） 27,921 27,970 19,982

交付金額（千円） 11,181 15,300 1,440 10,724 16,466

－

年間ＣＯ2削減効果
（ｔ－ＣＯ2/年）

402.96 － 398.39 － 261.95 －

最大出力合計（kW） 805.32 － 794.52 － 619.87

その他 一般財源

28,000,000 19,982,000 4,527,457 15,454,543

成果に係る評価

　令和6年度については、太陽光発電システムの申請件数は減少したものの、電気料金の値上げやＦＩ
Ｔ制度の期間満了を機に、消費者意識が売電から自家消費へとシフトしてきていることから、蓄電池設
置のニーズは高く、今後さらなる需要が見込まれている。また、本市では2050年温室効果ガス排出量実
質ゼロを目指すゼロカーボンシティを表明しており、脱炭素社会の実現に向け、今後もさらなる周知を
図り、事業を推進する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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環境放射線対策事業

4 目 環境政策費 第 1 節 豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業
環境放射線対策費（東日本大震災関
係分）

( 2 ) 生活環境を保全する

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 市民生活部環境課 　実施計画掲載ページ Ｐ28

目的及び事業内容

　東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射線に対する市民の不安払拭及び風評被害の防止を目的
としており、宮城県から無償貸与されている検査機器2台により、住民持込み（自家消費）食品等の放
射性物質簡易検査を実施している。また、市民が身近な生活環境等の空間放射線量率を把握することが
できるよう、簡易空間放射線量測定器の無料貸出を実施している。

取　組　実　績

　東京電力福島第一原子力発電所の事故による放射線に対する市民の関心・不安に対応するため、住民
持込み（自家消費）食品等の放射性物質簡易検査及び簡易空間放射線量測定器の無料貸出を実施した。

成　　　　果

　令和6年度は、環境放射線対策事業における住民持ち込み食品等の検査及び測定器の貸出の実施によ
り、利用者の放射線に対する不安が払拭された。

1　住民持ち込み（自家消費）食品等の検査結果

区分 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

0件

Ｒ6

測定件数 2件 0件 2件 1件 0件

基準超過 0件 0件 0件 0件

2　簡易空間放射線測定器の貸出実績

区分 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

3,452,000 3,439,928

2件貸出件数 0件 0件 2件 1件

3,439,928

3　測定結果の公表実績

　毎月市ホームページで実績を公表した。

成果に係る評価

　東京電力福島第一原子力発電所事故からの時間経過に伴い、検査件数は0件、貸出実績は2件にとどま
り、基準超過も検出されていない。放射線に対する市民の不安は払拭されつつあると考えられることか
ら、今後については当該事業の廃止を検討していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源
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1　診療科目・診療時間

1　診療実績

7 目 診療所費 第 4 節

担当部課 保健福祉部健康推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ56

目的及び事業内容

　住民が健康で豊かな生活を過ごせるよう地域医療を支える診療所を運営し、地域の実情に対応した診
療等を実施する。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目

事業
田代診療所費、雄勝診療所費、橋浦診療
所費、寄磯診療所費、雄勝歯科診療所費

( 2 ) 地域医療体制を充実させる

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 診療所運営事業

寄磯診療所 内科・外科
月曜日、金曜日
午前10時から正午、午後1時から午後3時まで

雄勝診療所
内科・外科・

整形外科
月曜日、水曜日、金曜日
午前9時から正午、午後1時から午後4時まで

取　組　実　績

　田代、北上、牡鹿、雄勝地区において以下のとおり診療所を運営し、診療を実施した。

区分 診療科目 診療時間

田代診療所 内科
月曜日：午後2時から午後5時まで
火曜日：午前8時から正午、午後1時から午後1時30分まで

橋浦診療所 内科・小児科

雄勝歯科診療所 歯科
月曜日から金曜日
午前9時から正午、午後1時から午後4時まで

月曜日から金曜日
午前9時から正午、午後1時30分から午後5時まで

成　　　　果

　診療所にて以下のとおり診療を実施した結果、健康で豊かな生活を過ごすための医療提供体制の構築
が図られた。

区分 診療日数
延べ

診療者数
1日あたり
診療者数

診療報酬
収入

橋浦診療所 236日 5,492人 23.3人 28,478,185円 5,737,550円

各種健診等
その他の収入

田代診療所 96日 528人 5.5人 4,330,270円 520,694円

雄勝診療所 140日 3,236人 23.1人 16,270,691円 5,861,798円

寄磯診療所 100日 669人 6.7人 5,337,928円 539,538円

5診療所　計 771日 11,656人 15.1人 66,712,880円 13,747,170円

雄勝歯科診療所 199日 1,731人 8.7人 12,295,806円 1,087,590円

その他 一般財源

129,261,000 122,984,361 20,382,000 80,460,050 22,142,311

成果に係る評価

　人口減少等により、診療者数は減少傾向にあるため、診療報酬等の収入の増加は見込めないところだ
が、地域の医療不安の解消及び健康増進のため、各地区診療所の医療機関としての役割は非常に大きい
ことから、今後も持続可能な医療提供体制の構築を図るため、当事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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1

2

事業 夜間急患センター費 ( 2 ) 地域医療体制を充実させる

1 項 保健衛生費

総
合
計
画

第 3 章
共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健
康に暮らせるまち

4 款 衛生費 事業名 夜間急患センター運営事業

7 目 診療所費 第 4 節

年末年始
（12/29～1/3）

担当部課 保健福祉部夜間急患センター 　実施計画掲載ページ －

目的及び事業内容

　夜間及び休日における一次救急医療を実施することにより、診療時間の空白をなくし、地域住民が安
  心して生活できる環境を整備、提供する。
1　石巻赤十字病院との病診連携を密に行い、夜間・休日救急医療の機能分担を図ることにより、石巻
   ・登米・気仙沼医療圏のほか、近隣医療圏等広範囲を対象とした地域医療に貢献する。
2　地元医師会、東北大学病院、石巻赤十字病院等との連携・協力により、夜間の内科・外科・小児科
   の診療を行うとともに、日・祝日の外科休日診療（昼間）、小児科休日当番（昼間）を実施する。

誰もが元気に暮らせる心と体の健康づくりの推進

予
算
科
目

内　科

午後6時から翌朝7時まで

午後6時から
翌朝6時まで 午後6時から

翌朝7時まで
外　科

午後6時から
午後9時まで

取　組　実　績

診療科目及び診療時間

　　　　　　日
診療科目

月～金曜日 土曜日 日曜日・祝日

休日診療 －
午前9時から
午後5時まで

休日当番 － 午前9時から午後5時まで

診療体制 医師： 常勤医師2名（所長・副所長）のほか、地元医師会・東北大学病院・石巻赤十
字病院等からの派遣（非常勤）医師

看護師：19名　　診療放射線技師：3名

－

小児科
午後7時から
午後10時まで

午後6時から
翌朝7時まで

午後6時から
翌朝6時まで

午後6時から
翌朝7時まで

受付事務員：　※業務委託

成　　　　果

　夜間の内科・外科・小児科診療のほか、外科休日診療（昼間）及び小児科休日当番を実施し、夜間・
休日の一次救急医療を提供することにより、二次・三次医療を担う石巻赤十字病院との機能分担が図ら
れた。それにより、地域住民の急病に対する不安が解消され、市民生活の安定に寄与した。

Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

夜　間
診　療

診療日数 365日 366日 365日

延べ患者数

内　科 2,579人 3,786人 3,538人

外　科 1,815人 1,759人 1,882人

小児科 3,001人 4,526人 3,466人

計 7,395人 10,071人 8,886人

休　日
診　療

診療日数 65日 67日 66日

延べ患者数 外　科 668人 706人 761人

休　日
当　番

診療日数 66日 68日 72日

延べ患者数 小児科 1,739人 2,996人 2,403人

患者一人当たりの診療費 9,286円 9,464円 8,808円

成果に係る評価

　令和6年度は、インフルエンザの流行により冬期間に患者数が増加したものの収束が早かったため、
総患者数はインフルエンザが大流行した令和5年度を下回った。
　引き続き、関係機関とより一層の連携を図り、夜間・休日における圏域唯一の一次救急医療機関とし
て住民が安心して、生活できる診療体制を提供していく。

延べ患者数　合計 9,802人 13,773人 12,050人

診療報酬収入額 91,025,317円 130,348,019円 106,132,426円

2,587,316

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

215,037,000 203,216,797 200,629,481
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　(1)　補助実績　6基　14,500円

　(2)　補助内容　購入金額の2分の1（100円未満切捨て）で上限額3,000円

　　　　　　　　 1世帯につき2基、取扱指定店で購入

　(1)　補助実績　1基　2,000円

　(2)　補助内容　容器を2個以上購入で容器1個分、上限額2,000円

　　　　　　　　 1世帯につき1基（2個以上購入）、取扱指定店で購入

　(1)　補助実績　8基　172,100円

　(2)　補助内容　購入金額の2分の1（100円未満切捨て）で上限額25,000円

　　　　　　　　 市内の店舗で購入

2　行政評価（事務事業評価）における成果指標

　（生活系ごみ一人一日あたりの排出量（ｇ／人・日））

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名 生ごみ減量容器購入費補助事業

1 目 清掃総務費 第 2 節
持続可能な社会を目指すごみの減量化と資源循環
の推進

事業 ごみ減量化対策費 ( 1 ) ごみ減量化を推進する

2 項 清掃費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

取　組　実　績

　「石巻市生ごみ処理容器購入補助金交付要綱」等に基づき、生ごみの減量容器購入者に対して補助を

行った。

1　コンポスト容器（土の中の微生物を使い堆肥化）

2　ＥＭ発酵容器（微生物（ＥＭ菌）を使い発酵させて堆肥化）

3　電気式生ごみ処理機（電気を使用して減量・堆肥化）

担当部課 市民生活部廃棄物対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ30

目的及び事業内容

　家庭から排出される生ごみの処理や堆肥化による資源化を推進するため、生ごみの減量容器購入者に
対して補助金を交付し、生ごみの減量化・資源化を促進するとともに、市民のごみ処理に対する意識の
高揚と生活環境の整備を図る。

成　　　　果

　資源の有効利用及びごみ減量を促進し、環境意識の高揚が図られた。

1　補助件数、補助金額及び推計生ごみ処理量

区　　分

Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

補助
基数

補助金額
補助
基数

補助金額
補助
基数

補助金額
推計年間生
ごみ処理量

コンポスト 16基 41,100円 15基 40,300円 6基 14,500円 1,530kg

ＥＭ発酵容器 2基 3,340円 5基 8,793円 1基 2,000円 255kg

172,100円 2,040kg

計 25基 185,540円 29基 237,993円 15基 188,600円 3,825kg

電気式生ごみ処理機 7基 141,100円 9基 188,900円 8基

実績値 749ｇ／人・日 706ｇ／人・日 691ｇ／人・日

達成率 96.80％ 101.42％ 102.32％

内　訳 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

目標値 725ｇ／人・日 716ｇ／人・日 707ｇ／人・日

その他 一般財源

240,000 188,600 188,600

成果に係る評価

　家庭内における生ごみの減量及び資源化を図るため、生ごみの減量容器の購入に対し補助を実施して
いる。近年の申請傾向として、屋外の土の上に直接設置するコンポストは減少傾向で、室内に家電のよ
うにスマートに設置でき、面積をとらない電気式が増加傾向にあるため、令和7年度に改訂予定の「石
巻市一般廃棄物処理基本計画」において、補助内容を需要に合った形に見直しを図ったうえで、各家庭
内で唯一完結できるごみの減量化・資源化の手段である本事業を継続していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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1　補 助 実 績　

　(1)　実施団体　49団体（延べ195回）、506,892円交付（168,964㎏×＠3円）

　(2)　回収業者　 8業者（延べ195業者）、168,964円交付（168,964㎏×＠1円）

2　回収対象品目　新聞紙、雑誌、段ボール、アルミ缶、スチール缶、一升瓶、ビール瓶

 　　　　　　　　（一升瓶1本1㎏、ビール瓶1本0.5㎏換算）

3　報 奨 金 額　品目ごと実施団体へ1㎏3円、回収業者へ1㎏1円

3　成果指標

担当部課 市民生活部廃棄物対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ31

目的及び事業内容

　再生資源集団回収を実施した団体及び回収業者に対して報奨金を交付し、資源の有効活用による、ご
み減量及び資源化に対する意識高揚を図り、循環型社会形成を促進する。

持続可能な社会を目指すごみの減量化と資源循環
の推進

予
算
科
目

事業 ごみ減量化対策費 ( 2 ) 再資源化を推進する

2 項 清掃費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

4 款 衛生費 事業名 再生資源集団回収報奨金交付事業

1 目 清掃総務費 第 2 節

団体数 実施回
数

団体数 実施回
数

団体数 実施回
数

取　組　実　績

　「石巻市再生資源集団回収報奨金交付要綱」に基づき、再生資源集団回収を実施した団体及び回収業

者に対して報奨金を交付した。

成　　　　果

　資源の有効利用及びごみ減量を促進し、環境意識の高揚が図られた。

1　再生資源集団回収実施団体数等及び資源回収量

実施団体
Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

28回

老人クラブ 1団体 2回 0団体 0回 0団体 0回

子供会育成会 15団体 34回 15団体 35回 11団体

0回

町内会 21団体 103回 21団体 102回 22団体 101回

婦人会（部） 1団体 2回 1団体 1回 0団体

6回

保育所 8団体 51回 10団体 59回 10団体 52回

ＰＴＡ 9団体 22回 6団体 11回 4団体

回収数量 220,456㎏ 211,886㎏ 168,964㎏

団体交付額 661,368円 635,658円 506,892円

8回

計 58団体 224回 56団体 216回 49団体 195回

その他 3団体 10回 3団体 8回 2団体

2　種類別実績

年度 紙類 金属 びん類 合計

業者交付額 220,456円 211,886円 168,964円

交付額計 881,824円 847,544円 675,856円

年度 目標値 実績値 達成率

Ｒ4 207,847kg 9,822kg 2,787kg 220,456kg Ｒ4 622ｔ 220ｔ 35.37％

Ｒ5 200,390kg 8,879kg 2,617kg 211,886kg Ｒ5 643ｔ 212ｔ 32.97％

Ｒ6 159,345kg 7,368kg 2,251kg 168,964kg Ｒ6 663ｔ 169ｔ 25.49％

成果に係る評価

　3Ｒの推進及び資源の有効活用と、ごみ減量及び資源化に対する意識高揚を図るため、再生資源を集
団回収する団体及び買取業者に対し、報奨金を交付する事業を実施してきたが、年々実施団体数が減少
傾向にある。その要因として、少子高齢化などにより、団体活動の維持が難しくなっていることが背景
として推察されるほか、商業施設における店頭回収が定着しているため、今後も目標達成は難しいと考
られることから、事業の見直しが必要である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,600,000 675,856 675,856
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合併処理浄化槽設置補助事業

1 目 清掃総務費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業 合併処理浄化槽設置補助事業費 ( 7 ) 下水道等の整備を推進する

2 項 清掃費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 建設部下水道管理課 　実施計画掲載ページ Ｐ37

目的及び事業内容

　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽の設置を行う方に対し、設置費用の一
部を予算の範囲内において補助することにより、浄化槽の整備促進を図り、生活環境の改善及び公衆衛
生の向上に資することを目的とする。
（補助対象となる浄化槽：国庫補助指針等に適合する処理対象人員10人以下の浄化槽）

7人槽 10人槽 計

設置基数 29基 10基 3基 42基

補助金額 9,628,000円 4,140,000円 1,644,000円 15,412,000円

成果に係る評価

　合併処理浄化槽は、し尿と併せて雑排水を処理し、下水道等の集合処理施設以外に放流するための設
備であり、本事業により、河川、海域等の公共用水域への雑排水の放流量を減らし、公共用水域の水質
汚濁の防止に寄与している。
　近年、震災の影響による新築件数の推移が落ち着きを見せる中、浄化槽設置補助は一定数の申請があ
り、また、現在、下水道区域の見直しも検討を進めていることから、今後も継続して当該事業を実施
し、引き続き公共用水域の水質汚濁の防止に努める必要がある。

※　人槽別補助金額：　5人槽　332,000円　　7人槽　414,000円　　10人槽　548,000円

成　　　　果

　事業の継続実施により、公衆衛生環境の改善が図られた。

主な指標項目 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

補助設置基数

取　組　実　績

 合併処理浄化槽設置補助の実施

区分 5人槽

79基 63基 70基 34基 42基

10,275,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

17,020,000 15,412,000 46,000 5,091,000
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1　補助実績　55件　2,423,000円

　(1)　ボックス型　22件　1,601,000円

　(2)　折畳み型　33件　822,000円

2　補助内容　

　(1)　ボックス型　事業費の1/2又は85,000円のいずれか少ない額

　(2)　折畳み型　事業費の1/2又は28,000円のいずれか少ない額

円 円 円

円 円 円

円 円 円

担当部課 市民生活部廃棄物対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ30

目的及び事業内容

　町内会等がごみの飛散防止対策を講じたごみ集積所を設置する場合に、設置に要する費用の一部を助
成することにより、ごみ集積所の周辺環境の美化、良好な生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

持続可能な社会を目指すごみの減量化と資源循環
の推進

予
算
科
目

事業 清掃総務関係費 ( 1 ) ごみ減量化を推進する

2 項 清掃費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

4 款 衛生費 事業名 ごみ集積所設置支援事業

1 目 清掃総務費 第 2 節

交付件数 交付額 交付件数 交付額 交付件数 交付額

取　組　実　績

 「石巻市ごみ集積ボックス等設置事業費補助金交付要綱」に基づき、町内会等に対して補助を行った。

成　　　　果

　ごみの飛散防止対策を講じた集積ボックス等の普及が図られた。

1 　年次別交付件数及び交付額

区分
Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

1,601,000

折畳み 17件 421,000 23件 560,000 33件 822,000

ボックス 21件 1,477,000 18件 1,304,000 22件

小計

ボックス  9 件  2 件  2 件 0 件  2 件  15 件

2,423,000

2　令和6年度交付地区内訳

Ｒ6

区分
本　　　　庁

石巻 渡波 稲井 荻浜 蛇田

計 38件 1,898,000 41件 1,864,000 55件

 33 件

区分
総合支所

合計
河北 雄勝 河南 桃生 北上 牡鹿

折畳み  29 件  2 件 0 件 0 件  2 件

小計

総件数

折畳み 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 33件 55件

ボックス  3 件  1 件  1 件  2 件 0 件 0 件  7 件 22件

成果に係る評価

　町内会等が管理する、ごみ集積所における野生鳥獣被害等による散乱防止を図るため、簡易的なネッ
ト式から、折畳み型式やボックス型へ更新する際の購入費等事業に対する補助を実施し、周辺環境の美
化に努めた。
　なお、近年の物価高騰の影響により、製品等の価格が上昇しており、予算的な問題で、更新を断念す
る町内会等もあることから、令和7年度に補助上限額等の見直しを実施予定である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

2,500,000 2,423,000 2,423,000
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1-1　収集実績 2-1　資源化実績

1-2　施設直接搬入

2-2　資源化実績（その他）

2 目 ごみ処理費 第 2 節

担当部課 市民生活部廃棄物対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ31

目的及び事業内容

　石巻市一般廃棄物処理計画に掲げる目標達成のため、市民や事業者並びに行政が一丸となって3Ｒ
（Ｒｅｄｕｃｅ【リデュース：排出抑制】、Ｒｅｕｓｅ【リユース：再利用】、Ｒｅｃｙｃｌｅ【リサ
イクル：再資源化】）を推進し、循環型社会の構築に向けて取り組んでいくことが重要であることか
ら、ごみの減量やリサイクルの推進、分別収集の徹底等を図ることを目的とし、一般家庭から排出され
るごみを分別収集するとともに、中間処理を行い再資源化する。

持続可能な社会を目指すごみの減量化と資源循環
の推進

予
算
科
目

事業 清掃業務関係費 ( 2 ) 再資源化を推進する

2 項 清掃費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

4 款 衛生費 事業名 ごみ収集及び資源化事業

2　中間処理の実施

     リサイクルが可能なものについては資源化し、循環型社会の形成を推進した。

処理施設 雄勝一般廃棄物処理場 河南資源回収センター 牡鹿クリーンセンター 民間処理施設

随時

収集方式 ステーション収集 ステーション収集 ステーション収集 有料戸別収集 ステーション収集 拠点回収

収集回数 2回/週 1回/月 2回/月 1回/月 1回/月

　※19品目とは、上記6分類のうち、資源物を14品目、その他5分類を5品目としているもの。

処理対象ガラス類、その他 ガラス類、その他 ガラス類、その他
ガラス類、金属類、ペットボ
トル、小型家電、その他

成　　　　果

　一般家庭ごみ全量を収集するとともに、リサイクル可能なものについては資源化し適正処理した。

【Ｒ6年度実績】

区分 収集量

取　組　実　績

1　6分類19品目分別収集の実施

 　　家庭系のごみは、以下の6分類、19品目分別により収集を行った。

収集対象 燃やせるごみ 燃やせないごみ 資源物 粗大ごみ 有害ごみ 使用済小型家電

生びん 83t

燃やせないごみ 861t 雑誌 324t 無色透明びん 316t

区分 資源化量 区分 資源化量

燃やせるごみ 27,689t

紙類

新聞 755t

ガラス
類

粗大ごみ 232t 牛乳パック 3t その他色びん 155t

資源物 4,310t ダンボール 646t 茶色びん 361t

計 33,118t 計 1,914t ペットボトル 439t

有害ごみ 26t 雑がみ 186t 計 915t

区分 収集量 その他金属 206t
合計 4,204t

可燃性ごみ 12,216t 計 556t

金属類

スチール缶 115t 布類（古着含） 356t

アルミ缶 235t その他（廃乾電池等） 24t

注）集団資源回収分（169ｔ）除く。

使用済小型家電 5t

焼却施設資源回収 912t

合計 917t

不燃性ごみ・資源物 2,061t

計 14,277t 区分 資源化量

その他 一般財源

822,497,000 819,755,155 319,896,640 499,858,515

成果に係る評価

　ごみ減量化のため、リサイクルの推進、分別収集の徹底等を図り、一般廃棄物処理計画に基づき家庭
から排出されるごみを収集・運搬、中間処理することにより、適正処理並びに再資源化を実施すること
ができた。
　また、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律に基づき、本市においても令和8年度より
一般家庭から排出される廃プラスチックの分別収集・再資源化を行うこととしているが、令和6年度
は、プロポーザル方式により廃プラスチックの中間処理業者を選定することができ、分別収集等に向け
た取組を進めることができた。
　今後は、処理スキームを決定し、分別の方法や集積所への排出方法について、住民説明会や出前講座
を実施し、周知啓発を図っていく予定である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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　旧ごみ処理施設である雄勝クリーンセンターの解体事業が完了した。

1　解体工事施工管理業務　13,670,000円

2　解体工事　277,340,000円

　(1)　仮設工事

　(2)　ダイオキシン類ばく露防止対策工事

　(3)　アスベスト除去工事

　(4)　機械設備解体撤去工事（配管含む。）

　(5)　土木建築解体撤去工事（地下含む。）

　(6)　集積運搬・処理処分費

　(7)　スクラップ処理費

　(8)　埋戻し・整地工事

　(9)　調査分析費

　(10)　復旧工事

ることができた。

　引き続き、廃止施設解体事業等の適正な進捗管理を行っていく。

旧ごみ処理施設解体等事業

2 目 ごみ処理費 第 2 節
持続可能な社会を目指すごみの減量化と資源循環
の推進

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名

事業 焼却施設関係費 ( 1 ) ごみ減量化を推進する

2 項 清掃費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 市民生活部廃棄物対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ30

目的及び事業内容

　廃止し未解体となっている焼却施設等について、周辺環境に悪影響を及ぼさないよう計画的に解体撤
去する。
・雄勝クリーンセンター解体工事（Ｒ4年度～Ｒ6年度）

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

292,900,000 291,010,000 276,400,000 14,610,000

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

取　組　実　績

成　　　　果

　年次計画に従い、上記業務を実施したことにより、雄勝クリーンセンターについては、事業を完了す

成果に係る評価

　廃止した施設の適正管理を図るため、計画的に順次解体工事を実施していく必要がある。
　なお、解体後の跡地利用については、引き続き雄勝総合支所と連携し、地元の要望等を踏まえて検討
していく。
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　【負担金額合計：247,837,407円】

1　上水道未整備地区水道施設整備負担金（Ｈ12～Ｒ11　30年間　石巻市100％）

　【Ｒ6負担金額：129,240,584円】

2　南境地区水道施設整備負担金（Ｈ12～Ｒ11　30年間　石巻市65％・企業団35％）

　【Ｒ6負担金額：29,815,703円】

3　児童手当に要する経費負担金（石巻市81.10％・東松島市18.90％）

　【Ｒ6負担金額：3,465,993円】

4　簡易水道事業継承既往債負担金（Ｈ17～Ｒ16　30年間　石巻市100％）

　【Ｒ6負担金額：16,973,851円】

　【Ｒ6負担金額：32,564,493円】

6　基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費負担金（石巻市81.10％・東松島市18.90％）

　【Ｒ6負担金額：19,178,339円】

7　生活基盤施設耐震化等交付金事業負担金（Ｒ3～Ｒ6　石巻市78.97％・東松島市21.03％）

　【Ｒ6負担金額：5,666,492円】※上水道施設整備事業債

8　真野内原地区水道施設整備事業負担金（Ｒ6～Ｒ8　石巻市100％）

　【Ｒ6負担金額：10,880,100円】

9　能登半島地震災害応急対策等に要する経費負担金（石巻市78.97％・東松島市21.03％）

　【Ｒ6負担金額：51,852円】

　実施計画掲載ページ Ｐ28

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

4 款 衛生費 事業名 上水道対策事業

1 目 上水道対策費 第 1 節 豊かな自然環境の保全・生活環境の充実

市民生活部環境課

その他 一般財源

目的及び事業内容

　石巻地方広域水道企業団の施設整備等に係る経費について法令等に基づき負担金を支出することで、
同企業団の経営を安定化・健全化するとともに、市民に安全・安心な飲料水を提供する。

事業 上水道対策費 ( 2 ) 生活環境を保全する

3 項 上水道費

総
合
計
画

取　組　実　績

　構成市（石巻市・東松島市）と石巻地方広域水道企業団で締結した協定書及び総務省が定める地方公
営企業繰出基準に基づき負担金を支出した。令和6年度より、真野内原地区の水道施設整備事業が開始
された。

成　　　　果

　令和6年度は、石巻地方広域水道企業団に対し、負担金を支出することにより、市民に安心・安全な
飲料水を提供し、公衆衛生の向上と生活環境の改善が図られた。

5　簡易水道事業施設整備負担金（Ｒ27年度まで  石巻市81.10％・東松島市18.90％）

成果に係る評価

　安全で安心して利用できる飲料水を市民に安定的に供給し続けるため、今後も石巻地方広域水道企業
団に水道施設整備等に係る負担金の交付を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額

251,481,000 247,837,407 5,600,000 242,237,407

決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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